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研究成果の概要（和文）：本研究は、ローカルレベルにおける非営利セクター（サード・セクター）の構築過程
において、広域的に活動する領域特定型中間支援組織が果たす役割を明らかにすることをめざす地域社会学的研
究である。介護保険改正に伴い2015年度から各市町村に設置される「協議体」を、新たなネットワークが形成さ
れるプラットホームと位置づけ、そこでのネットワーク形成に関わる領域特定型中間支援組織の役割を考察し
た。研究視点の構築に向けて、イギリスとオーストラリアにおいて現地調査も実施した。研究開始後の「こども
食堂」の急速な展開等を受けて調査対象を拡張し、大阪・東京などにけるサード・セクター内の境界再編に関す
る考察を行った。

研究成果の概要（英文）：This research focused on the process of forming local third sector from the 
viewpoint of regional and community studies. The new conference (kyougi_tai) which would be set in 
each municipality from the 2015 fiscal year by revision of nursing-care insurance system was 
considered to become a place forming new networks among local third sector organizations. This 
research focused on how specific type of intermediary(infrastructure) organizations intervenes in 
the process in which the new networks aiming at creation of welfare services are formed.
In Japan, there is almost no academic studies on intermediary organizations. Therefore, in order to 
examine the theoretical framework and analysis viewpoints, filed surveys were held in UK and 
Australia.  
Additional researches on the latest changing of the existing boundaries within local third sector 
were conducted. The changes are caused by rapid increase of "dining-room for children" (community 
dining-room) founded and run by volunteers.

研究分野：地域社会学

キーワード： 非営利セクター　サード・セクター　領域特定型中間支援組織　中間支援　ＮＰＯ　介護保険　協議体
　生活支援サービス

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、研究代表者が、日英において行
ってきたサード・セクター（非営利セクター）
の展開に関する地域社会学的研究を発展さ
せることをめざして計画されたものである。 
地域社会学において当研究は地域集団研
究の分野に位置づけられる。そこでの本研究
の主な特徴として、①公共サービス等を実施
するなど、フォーマルな性格の強い非営利組
織（事業型ＮＰＯ、中規模非営利組織）と、
②特定の活動領域・政策領域に関する専門性
をもつ「領域特定型中間支援組織」を考察枠
組みに含む点があげられる。 
 本研究の着想は、これまで研究代表者が進
めてきた、対人サービスにおけるケアの分野
を軸としつつ、日英のローカルにおけるサー
ド・セクターの展開に関する国際比較を通じ
て得られたものである。それは、日英におけ
るサード・セクターの展開の背景にある、ロ
ーカルにおけるスキームの対照的な展開で
ある。イギリスでは、2010 年の政権交代以前
の「パートナーシップ政策」が、ローカルの
サード・セクターのアドヴォカシー機能や力
量形成機能を位置づけるものであったのに
対して、政権交代後は、その機能はサービス
提供に特化するものとなった。それに対して
日本では、2014 年度の介護保険制度の改正に
伴い、2015 年度から 3年をかけて、各市町村
に、医療・介護・福祉ほかの地域課題の協議
やサービス創出に関わるスキーム（協議体）
が設置されることとなり、そこにサード・セ
クターの参加も期待されるようになった。 
 これらを背景とし、本研究では、国内の各
市町村における新たなスキーム（協議体）の
設置を、ローカル・レベルにおけるサード・
セクターの構築・再編成の契機として捉えて、
その過程に関する地域社会学的考察を計画
した。 
 
 
２．研究の目的 
以下を通じて、地域社会学における地域集
団研究について、国内外におけるサード・セ
クター研究の知見を導入しつつ、その発展に
寄与することをめざす。同時に、サード・セ
クター研究では個々の組織研究に比べて、サ
ード・セクターの基盤となる地域社会の構成
へのアプローチは多くないことから、本研究
は、サード・セクター研究に対して社会学の
立場から貢献をめざすものでもある。 

 
 (1) ローカルにおけるサード・セクターの
構築過程の記述。 
サード・セクターの構築過程について、①
組織・活動・事業の集合（組織連関）という
実態レベルと、②諸主体間における、ボラン
タリズム、助け合い、プロフェッショナリズ
ム、起業主義等の葛藤や融合といった規範・
倫理レベルから明らかにすることを目的と
する。 

 ここでの「ローカル」は、市町村域および
生活圏域（学区など）を中心とするが、それ
らよりも広域の都道府県域等を含めて、相互
の重層的な関係も考察対象に含むものとし
た。 
特に本研究では、従来の地域社会学や社会
福祉学・地域福祉学における「地域コミュニ
ティ」論の一つの軸となってきた生活圏域を
範囲とするコミュニティ・ガバナンスと、一
方における介護事業者（企業を含む）らによ
る介護保険をめぐるローカル・ガバナンスと
の隙間を媒介する社会空間を、サード・セク
ターが展開する空間として焦点をあてるこ
ととした。 
 
(2) ローカルにおけるサード・セクターの構
築の条件の考察。 
 ①一つめは、上述のローカルにおけるサー
ド・セクターを生み出す制度的条件である。
本研究では、ローカルの意思決定過程にサー
ド・セクター組織が参加しうるスキームとし
て、介護保険改正（生活支援体制整備事業）
にもとづいて各市町村が 2015 年度から設置
することとなった「協議体」を位置づけ、そ
れが果たす機能を考察する。 
 ②二つめは、全国的・広域的に活動してい
る中間支援組織の働きである。特に、介護・
福祉分野に特化した中間支援組織（領域特定
型中間支援組織）が、ローカルの外からロー
カル・レベルに介入し、既存のガバナンス（統
治性）を政治化（Ｕ．ベックのいう「下位政
治」の創出）する過程に着目する。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 理論的研究。 
サード・セクターに関して、社会学のほか、
経営学・行政学など他分野からのアプローチ
を含め、国内外の非営利組織論・社会的企業
論・中間支援組織論等を中心に収集・検討す
る。 
 あわせて、市町村域および生活圏域におけ
る社会空間の変容を、ガバナンス論にもとづ
いて考察する。そのため、地域社会学・都市
社会学におけるローカル・ガバナンス論や  
コミュニティ政策・地域内分権に関する調査
研究とともに、社会福祉学・地域福祉学にお
ける地域包括ケア研究、社会政策学における
福祉ガバナンス論等も射程に入れて検討す
る。 
 
(2) 領域特定型中間支援組織の量的把握。 
上述の通り本研究は、サード・セクターの
構築・再編成の契機として、2014 年の介護保
険改正に伴い、2015 年度～2017 年度にかけ
て整備されることになった「協議体」形成を
めぐる中間支援を考察の軸とする計画であ
った。 
研究計画の遂行をめざし、質問紙調査の実
施に向けて、調査対象団体の名簿の整備を進



めたが、結果的に実施を見送ることとした。
その理由は、研究当初の見込みよりも、各自
治体における新たなスキームの設置が進ん
でいないことや、既存のスキームの代替によ
る対応が少なくなく、定量的調査による把握
は有効性が低いと判断せざるをえなくなっ
たためである。 
 
(3) ローカルのサード・セクターへの領域特
定型中間支援組織の介入に関する事例の考
察。 
一般社団法人全国食支援活動協力会（2017
年 6月に、一般社団法人全国老人給食協力会）
から名称を変更）ほかによる、市町村の「協
議体」形成への関与に関する事例研究を計画
し、情報収集を行った。 
 この点について、計画途中で考察対象を拡
張することとした。それは、「こども食堂」（地
域食堂）をめぐる動きが、全国的に急速に展
開したことを受けてのことである。各地にお
ける「こども食堂」の活動の生起に伴い、各
種の全国的な中間支援組織が支援に乗り出
し、ローカルへの働きかけが始まった。それ
は、本研究が考察を研究していた介護保険改
正の動向と同型的な動きとして位置づけら
れるものであり、かつ、その実態としても介
護保険がめざす「地域共生社会」に関わる政
策スキームと重なりを持つことから、事例研
究の対象に追加することとした。 
 
(4) 海外調査。 
国内では中間支援組織に関する学術的研
究自体が多くなく、また調査対象は、2000 年
以降の自治体の協働政策の一環で整備され
た、「ＮＰＯセンター」「市民活動支援センタ
ー」等がほとんどである。そのため、本研究
が考察の対象とする、介護・福祉分野などに
特化した「領域特定型中間支援組織」につい
て、国内では研究が蓄積されていない。そこ
で、領域特定型中間支援組織の実態把握、そ
れらに関わる調査研究資料の収集、およびそ
れらを通じた領域特定型中間支援組織をふ
くむサード・セクターへの理論的枠組みと分
析視点の構築を目的として、海外調査を行う
こととした。 
 
 
４．研究成果 
(1)サード・セクターの中間支援組織に関す
る地域社会学的アプローチに関する理論的
研究。 
本研究では、ローカルにおけるサード・セ
クターの構築過程に関わる中間支援組織に
ついて、2つの点で展開を図ることができた。
一つは、中間支援組織の分類（一般型、領域
特定型、機能特定型など）を取り入れて、こ
れまでの研究を整理した点である。もう一点
は、ローカルの考察について、中央－地方関
係の視点をふまえて、広域的な中間支援組織
の地域外からの介入や、ローカルを方向づけ

る全国レベルでの中間支援組織の展開とい
う視点を導入した点である。 
 
(2)海外調査。 
国内の事例の相対化と、国内の事例に関す
る分析視点の構築を目的として、海外調査を
実施した。 
イギリスでは、政策転換にもとづくサー
ド・セクターの全般的な変容の把握を目的と
して、これまで研究代表者が調査を実施して
きたロンドンの郊外に加えて、地方都市やカ
ントリーエリアにて、市民参加および中間支
援組織をめぐる動向に関する資料取集・聞き
取り調査等を実施した。その結果、参加スキ
ームの変容に伴う市民参加の変質、ローカル
における中間支援組織の基盤（支援対象とな
るサード・セクター）の変容、ローカル・ガ
バナンスにおける中間支援組織の位置づけ
の変容などに関する知見を得ることができ
た。 
 オーストラリア（南オーストラリア）では、
長期的に調査を継続している配食サービス
の領域特定型中間支援組織を対象として、資
料収集・聞き取り調査とともに、現場の活動
への参加や全豪会議への参加等、よりインテ
ンシブな調査を行った。その結果、ローカル
のサード・セクターおよびその中間支援組織
に影響を与えている要因として、公共サービ
スにおける利用者の選択の重視（公的事業の
受託の条件の変化）に対応するため、現場活
動を担うボランティアへの支援の増大や、福
祉サービスの医療・保健領域との総合化（予
算の総合化）に対応するためのロビイングの
水準の上昇などが生じることがわかった。 
 
(3) ローカルにおける領域特定的なサー
ド・セクターの構築過程の考察。 
国内において、各市町村の協議体形成をめ
ぐる動きが途上であることや、既存のスキー
ムの代替、既存の諸団体の再編なども少なく
ないことから、十分な調査が展開できなかっ
た。他方で、「こども食堂」をめぐる動きが、
想定外に、急速かつ大規模に進展し、ローカ
ルにおける非営利セクターの構築過程の分
析において着目すべき対象となった。 
 その理由は、以下の通りである。①まず、
各地域で新たな活動が次々と形成されてお
り、それらの動きを受けて、各ローカルにお
いて、既存の機関・団体のネットワークが生
まれている。②そして、このローカルにおけ
るネットワーク形成において、各種の広域的
な中間支援組織による地域外からの働きか
け（介入）が一つの条件となっている。③地
域外からの働きかけの方法や働きかけのル
ート、地域社会の構造（成り立ち・ガバナン
ス）によって、地域差がある。④ただし、上
述した「協議体」のように、全国レベルで制
度化されたスキームは存在しないため、必ず
しも、ローカルにおけるサード・セクターの
領域特定的な構築にむけた安定的なプラッ



トホームが存在するわけでない、といった点
がある。 
さらに今後の研究に向けて特記すべきは、
ローカルのサード・セクターを境界づけるカ
テゴリーである。「こども食堂」を支援する
主な中間支援組織の一つに、「老人給食」活
動を対象として活動してきた「一般社団法人
全国食支援協力会が含まれている点である。
すなわちこれは、サード・セクター内に生起
した「こども」カテゴリーをめぐる新たな活
動群が、ローカルにおいて、どのようなカテ
ゴリーのもとに（「こどもの貧困対策」「食支
援活動」など）、他の諸活動から境界付けら
れるかという局面として考察することがで
きる。 
これは、「サード・セクター」概念を、よ
り動態的に再構築することにもつながる視
点であり、今後の研究の展開にむけた着想の
一つであると考える。 
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